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要旨  
地方自治体が，気候変動適応策の検討を行う際に必要な科学的基礎情報を

作成するため，気候変動モデルデータの汎用的ダウンスケーリング技術を開

発することを目的に研究を実施した．本研究では，気候変動モデルデータのダウ

ンスケーリングの際に必要である，基準となる観測データを取得するため，気象・水文観

測を実施し，観測したデータ及び気候変動モデルデータを用いて，汎用的ダウンスケーリ

ング技術を検討し，気候変動モデルの 1km メッシュデータを作成した．作成したデータは

DIAS にて公開されており，一般にダウンロード可能である． 
 

キーワード：気候変動，力学的ダウンスケーリング，統計的ダウンスケーリング，水文・気

象観測，北海道 
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1. はじめに 
 

(1)研究項目並びに研究細目及び研究の分担 

研 究 項 目 研 究 細 目 

研 究 分 担 

備 考 寒地土木 

研 究 所 

北 海 道 

大 学 

室蘭 

工業大学 

気候変動モデル

データの汎用的

ダウンスケーリ

ング技術開発 

研究計画の立案 ◎ ◎ ◎  

気象・水文観測 

・汎用的ダウンスケーリング技術

の検討及び検証に必要なデータ

の取得 

 
◎ 

 
◎ 

 
○ 

 

積雪寒冷地を対象とした汎用的

ダウンスケーリング技術の検討 

・積雪の鉛直構造の解明 

・空間補完する手法の検討 

 
 

○ 
○ 

 
 

◎ 
○ 

 
 
○ 
◎ 

 

1km メッシュデータの作成 ○ ○ ◎  

 

(2) 研究背景・目的 

 気候変動による影響は，台風や集中豪雨をはじめとした自然災害リスクの増大等があり，今後

多様化・深刻化する可能性が予測されているため，これらの問題に対応することが喫緊の課題と

なっている．現在の気候変動モデルデータは解像度が大きく，都道府県，市町村，河川流域，ダ

ム流域レベルの気候変動適応策の検討に適した情報となっていない． 

地方公共団体等が気候変動適応策の検討を行う上で必要な 1km（3 次メッシュ（基準地域メッ

シュ）に相当）解像度の気候変動モデルデータを作成するためのダウンスケーリング技術を開発

し，実際に作成したデータセットを公開することを本研究の目的とする． 
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年度別計画表 
 

研究課題名 ： 気候変動モデルデータの汎用的ダウンスケーリング技術開発 

研究項

目 

研究細

目 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 
備 考 

4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 

気候変

動モデ

ルデー

タの汎

用的ダ

ウンス

ケーリ

ング技

術開発 

研究計

画の立

案 

                 

気象・

水文観

測 

                 

汎用的

ダウン

スケー

リング

技術の

検討 

                 

1km メ

ッシュ

データ

の作成 

                 

実施期間 平成 28 年 10 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日
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2. 研究内容 
 
(1) 気象・水文観測 

平成 28 年～平成 29 年，平成 29 年～平成 30 年，平成 30 年～令和元年に北海道札幌市に

存在する定山渓ダムの流木処理場にて気象・水文観測を実施した．観測種目は下記に示す

表-1 の通りである．ただし，定山渓のみしか観測していない種目がある．図-1 から図-4
には平成 29 年～平成 30 年の定山渓における観測結果を示す．尚，表-1 の積雪重量が 1 及

び 2 となっているは 2 箇所で計測しているためである 
また，これらの観測結果を用いて AI による融雪期のダム流入量予測に用いる入力デ

ータの重要度計算を行い，物理現象や流域特性から概ね想定できる妥当な結果を得た．

入力データの重要度は表-2 に示す．ただし，降水量は解析雨量を用いたため除外してい

る． 
 

 

表-1 気象・水文観測種目 

項目 単位 定山渓のみ 
全天日射量 W/m²  
大気放射量 W/m²  
地球放射量 W/m²  
反射日射量 W/m²  
表面温度 ℃  
気温 ℃ 〇 
風速 m/s 〇 
湿度 % 〇 

積雪重量 1 kg/m²  
積雪重量 2 kg/m²  
積雪深 cm 〇 

積雪底面流出量 mm/h 〇 
降水量 mm/h 〇 

 

表-2 重要度の計算結果 

項目 単位 重要度 
全天日射量 W/m2 0.0163 
大気放射量 W/m2 0.0094 
反射日射量 W/m2 0.0097 
地球放射量 W/m2 0.0283 
表面温度 ﾟC 0.0358 
風速 m/s 0.0082 
気温 ﾟC 0.0537 
湿度 % 0.0067 

積雪重量(1,2平均) kg/m2 0.0120 
積雪深 cm 0.0123 
融雪量 mm 0.0232 
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(2) 汎用的ダウンスケーリング技術の検討 

ダウンスケーリング手法には「力学的ダウンスケーリング」及び「統計的ダウンスケ

ーリング」を用いた．ダウンスケーリングの対象領域はどちらも北海道周辺である．た

だし，対象領域は完全には一致していない．  

 

1)積雪の鉛直構造の解明 
 定山渓における観測結果及び積雪断面観測により融雪期における表面融雪量と底面

流出量の関係性が氷板の影響を受けることが分かった．この結果は既往研究でも指摘し

ているが，積雪層内の時系列を詳細に追うことは困難であり，現時点では直接どのよう

な要因で影響を与えているかを指摘することは困難である． 
本研究では，観測機器の破損により十分な観測データを得ることができていない．今

後，より多くの観測データを習得することで積雪の鉛直構造の詳細な解明が期待され

る． 
 

2)力学的ダウンスケーリング 

力学的ダウンスケーリング（DS）とは，気候モデルにより得られる粗い解像度の出力

結果を，解像度の高い領域モデルにより高解像度化する手法である．物理方程式に基づ

いており，地形表現の精細化が可能となる．ただし，計算負荷が大きく，領域モデルの

不確実性も加わることになる．図-5 に解像度による標高表現の違いを示す． 
DS の対象領域は図-5(a)の着色範囲である北海道周辺の 800 km×800 km とした．DS

の元データには「地球温暖化対策に資するアンサンブル気候予測データベース，database 
for Policy Decision making for Future climate change (d4PDF)」2) の領域実験を用いている．

d4PDF 領域実験は領域気候モデルにより作成された水平解像度 20 km の気候予測デー

タであり，長期観測データが得られる 1951 年から 2010 年の 60 年間を対象に初期擾

乱を発生させた50 メンバの数値計算を実施した過去実験（60 年×50 メンバ=3000 年），

産業革命前から全球平均温度が 4 ℃上昇した世界を想定し，6 種類の海面水温パターン

と初期擾乱を与えた 15 メンバの数値計算を実施した 4 ℃上昇実験（60 年×6 海面水温

パターン×15 メンバ=5400 年）で構成される． 
DS により d4PDF の 20 km 解像度から 5 km への高解像度化を行った．DS には d4PDF 

領域実験の作成に使用されたモデルである気象研究所非静力学地域気候モデル

（NHRCM）を用いた． 
DS により得られた過去実験の降雨量と実績の降雨量とを比較し，バイアス補正を実

施する．DS 実施後の降雨量は実績値と概ね良好な対応関係にあり，バイアス補正係数

は十勝川流域で 0.99，常呂川流域で 1.10 であった．図-6,7 にそれぞれ十勝川流域での

年最大流域平均 3 日降雨量，常呂川流域での年最大流域平均 1 日降雨量の頻度分布を

示す． 
 
3)統計的ダウンスケーリング 

統計的ダウンスケーリング（SDS）は広域の気象場とローカルな気象要素と間に統計 
的関係を仮定し，補正を行うものである．本研究では，千田ら 3)の手法を基礎に，気候

変動予測データを用いた北海道全域の解像度 1km の SDS 情報を作成した． 
SDS の対象領域は北海道とその周辺海域であり（図-8），表-3 には使用モデルおよび 

データの概要を示す．図-9 には SDS 手法の概要を示す．今回は，IPCC AR5 の RCP シ
ナリオを適用した気象庁の MRI-NHRCM20（気候変動予測モデル，以下，NHRCM20）
の予測結果について，解像度 1km への SDS を行う．予測シナリオは RCP8.5，海面水

温は SST1～SST3 の 3 パターンとした NHRCM20 は解像度が 20km であり，現在気候 
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図-1 気象・水文観測（全天日射量，反射日射量，大気放射量，地球放射量） 
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図-2 気象・水文観測（気温，表面温度，相対湿度） 
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図-3 気象・水文観測（積雪重量 1，積雪重量 2，積雪深） 
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図-4 気象・水文観測（積雪底面流出量，降水量） 
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20 年，将来気候 20 年×SST3 パターン，それぞれの日データとなっている．対象とする気

象要素は，大気陸面の熱・水収支の評価に利用できる 8 種（気温，降水量，降雪水量，風速，

相対湿度，全層雲量，下層雲量，気圧）とした．なお，NHRCM20 の現在気候はバイアスを含

み，必ずしも現況の気象値とは一致しないため，DSJRA-55 を現況の観測値としたバイアス

補正を行った．図-10 に気象項目毎のフロー図を示す．NHRCM20，DSJRA-55，メッシュ平年

値の各気象要素の単位は，全て図-10 に示す単位に統一したうえで SDS を行った．  
バイアス補正を行うため，NHRCM20（解像度 20 km）を補正に用いるデータと同じ解像度（気

温は解像度 1km，その他の要素は解像度 5km）および座標に変換する．各メッシュ値は， 周

囲の 20km メッシュ値に距離の逆数で重みをつけることで空間補間した（逆距離加重法）．  
 バイアス補正後の NHRCM20 の現在気候と将来気候（解像度 5km）に逆距離加重法を適用

 
図-5 解像度による標高の表現の違い 

 
 

図-6 DS 前後と実績の十勝川流域での最大流域平均 3 日降雨量の頻度 

図下は 99%ile 値以上の降雨量に着目したもの 
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し，解像度 1 km のデータを作成する．なお，気温については既に解像度 1 km としているた

め，対象としない．1 km 格子の座標には国土数値情報 3 次メッシュの中心座標を使用する． 
気温・降水量について，SDS 過程での空間分布図の経過の一例を図- 11 に示す．図中の矢

印（b～d）は，図-10 の手順に対応する．降水量の SDS 過程に着目すると，b)の空間補間によ

り，隣接メッシュとの差が大きい高標高の地域などで顕著にメッシュ値が平滑化されている

が，c)のバイアス補正により，日高山脈や道南の降水量分布のめりはりを再び表現できてい

る．d)を経た SDS 結果の分布図では，SDS 前の解像度 20 km のデータの特徴を残しつつ，解

像度を高めている．気温については，d)の手順による補正の影響が降水量に比べ顕著である．

なお，気温は図示にあたり地上+1.5 m の値に変換している． 
また，図-12 に，SDS によって作成した解像度 1kmSDS 情報のうち，気温・降水量の現在気

候の年平均値を示す．将来気候については，同じく年平均値を算出し，その差分（将来気候

－現在気候）を示す． 
 

 
 
 
 
 
 

 
図-9 SDS 手法の概要 

図-8 対象地域（北海道） 

 
図-7 DS 前後と実績の常呂川流域での年最大流域平均 1 日降雨量の頻度， 

図下は 99%ile 値以上の降雨量に着目したもの 
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(3) 1km メッシュデータの作成 
北海道を対象に 1 km メッシュの将来気候のダウンスケーリングデータを構築した．このデ

ータはデータ統合・解析システム(DIAS)に公開されており，一般利用が可能となっている．  
 

3. まとめ 
 
 本研究では，気候変動モデルデータのダウンスケーリングに向け，水文・気象観測を実施し，

力学的ダウンスケーリング及び統計的ダウンスケーリングを実施した．このダウンスケーリ

ングデータを活用することで，地方自治体が，気候変動適応策の検討を行う際に必要な科学的

基礎情報の作成に役立てることが可能となる．また，1 km メッシュのダウンスケーリングデ

ータは DIAS に公開されており，一般利用が可能となっている． 
 
 

表-3 使用モデルおよびデータの概要 

 
 

 
図-11 SDS 過程における分布図の経過 

（降水量および気温，将来気候，SS1） 

 
図-12 現在気候と将来気候の SDS 結果 

（図中の数値は全メッシュの平均値，カ

ッコ内は現在気候との差分を示す） 

 
図-10 気象項目毎のフロー図 
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